
にかほ市公告第７２号 

 

にかほ市条件付き一般競争入札公告（総合評価落札方式） 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１６７条の６の規定により次のとおり公告する。 

 

令和６年１２月２３日 

 

にかほ市長 市川 雄次 

 

１．入札に付する事項 

（１）件  名 にかほ市若者支援住宅整備事業 

（２）内  容 入札説明書のとおり 

（３）契約期間 事業契約の本契約としての成立日から令和２８年３月３１日 

（４）予定価格 

設 計 ・ 建 設 業 務  ５２０，６３０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

開 業 準 備 業 務    １，９８０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

維持管理・運営業務  １８９，７５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２．入札に参加する者に必要な資格 

（１）入札参加者の参加資格要件（共通） 

入札参加者は、次の参加資格要件を満たすこと。 

ａ．民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律

第１１７号）第９条に規定する欠格事由に該当しない者であること。 

ｂ．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

ｃ．破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定による破産手

続開始の申立て、または同法附則第３条の規定により、なお従前の例によることとさ

れる破産事件に係る同法施行による廃止前の破産法（大正１１年法律第７１号）第１

３２条または第１３３条の規定に基づく破産申立てがなされていない者であること。 

ｄ．会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申

立てがなされていない者であること。 

ｅ．民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申

立てがなされていない者であること。 

ｆ．会社法（平成１７年法律第８６号）第５１１条の規定に基づく特別清算開始の申立

てがなされていない者であること。 



ｇ．建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条の規定に基づく指示または営業停

止の処分を受けていない者であること。 

ｈ．無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）

第８条第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の

構成員または当該構成員を含む団体ではないこと。なお、基本協定または事業契約の

締結後に当該処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員ま

たは当該構成員を含む団体であることが判明した場合には当該基本協定または事業

契約を解除する。 

ｉ．秋田県建設工事入札参加者指名停止基準（平成６年９月１３日監－８４８）または

にかほ市建設工事入札参加者指名停止基準要綱（令和３年告示１１２号）に基づく指

名停止措置を受けていない者であること。 

ｊ．にかほ市暴力団排除条例（平成２４年３月２２日 条例第５号）第２条第１号また

は第２号に該当しない者であること。また、契約後に該当していることが判明した場

合には当該事業契約を解除する。 

ｋ．法人税、事業税、消費税および地方消費税、法人事業税、法人住民税、固定資産税

の滞納がないこと。 

ｌ．本事業の実現に必要な資力及び信用等を有する者であること。なお、「本事業の実

現に必要な資力」は、主に以下の要件を確認するものとする。 

・直近の決算期末において、債務超過（純資産額がマイナス）でないこと。 

・経常損益について、直近の決算を含み３期連続のマイナスでないこと。 

・本事業に係るアドバイザリー業務に関与している以下の者またはこれらの者と資

本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

・国際航業株式会社   東京都新宿区北新宿２－２１－１ 

               （新宿フロントタワー） 

・はぜのき法律事務所  東京都中央区築地２丁目３番４号 

               メトロシティ築地新富町６０１ 

「資本面において関連がある者」とは、当該企業の総株主の議決権の１００分の５０

を超える議決権を有し、またはその出資の総額の１００分の５０を超える出資を行

っている者をいい、「人事面において関連がある者」とは、当該企業の代表権を有す

る役員を兼ねている者をいう。 

 

（２）各業務実施企業の参加資格要件 

設計、建設、工事監理、開業準備、維持管理および運営の各業務を担当するものは、それ

ぞれ以下の要件を満たすこと。複数の要件を満たす者は当該複数の業務を実施することが

できる。 

 

 



１）設計業務を行う者 

設計業務を行う者は、以下に示す要件を満たすこと。 

ａ．建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定に基づく一級建築

士事務所の登録を行っていること。 

ｂ．第一次審査書類の受付最終日までの過去１０年間に完了した共同住宅等の住居

系施設の実施設計の実績を有すること。ただし、複数の者で設計業務を行う場合は、

当該業務を担当する構成企業のうち業務の主たる部分を担う１社が当該実績を有

していればよいものとする。 

 

２）建設業務を行う者 

建設業務を行う者は、以下の要件を満たすこと。 

ａ．建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定により、建築一式工

事の特定建設業の許可を受けた者であること。ただし、複数の者で施工する場合は、

施工する企業がそれぞれ担当する業種の許可を受けていればよいものとする。 

ｂ．直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における「建築一式」の総

合評定値が７６０点以上であり、かつ特定建設業許可を有すること。ただし、複数

の者で施工する場合は、当該業務を担当する構成企業のうち業務の主たる部分を

担う１社が本要件を満たしていればよいものとする。 

ｃ．第一次審査書類の受付最終日までの過去１０年間に完了した共同住宅等の住居

系施設の施工実績を有すること。当該実績は、元請負人として受注し、かつ単一の

契約によりなされたもので、共同企業体の構成員としての実績の場合、当該共同企

業体の経営形態は共同施工方式によるもので、当該共同企業体の構成員としての

出資比率が５０％以上である者に限る。ただし、複数の者で施工する場合は、当該

業務を担当する構成企業のうち業務の主たる部分を担う１社が当該実績を有して

いればよいものとする。 

 

３）工事監理業務を行う者 

工事監理業務を行う者は、以下の要件を満たすこと。 

ａ．建築士法第２３条第１項の規定に基づく一級建築士事務所登録を行っているこ

と。 

ｂ．第一次審査書類の受付最終日までの過去１０年間に完了した共同住宅等の住居

系施設の設計または工事監理の完了実績を有すること。ただし、複数の者で工事監

理業務を行う場合は、当該業務を担当する構成企業のうち業務の主たる部分を担

う１社が当該実績を有していればよいものとする。 

 

４）開業準備業務を行う者 

開業準備業務を行う者は、以下の要件を満たすこと。 



ａ．第一次審査書類の受付最終日までの過去１０年間に、共同住宅等の住居系施設の

運営（入居者募集支援、家賃収納支援等の業務又はこれに類似する業務を含むもの）

の完了実績が１件以上あること（複数年契約の業務においては、１年以上の実施実

績があれば良いものとする）。ただし、複数の者で運営業務を行う場合は、当該業

務を担当する構成企業のうち業務の主たる部分を担う１社が当該実績を有してい

ればよいものとする。 

ｂ．開業準備業務のうち入居者募集支援を行う者は、宅地建物取引業法（昭和２７年法

律第１７６号）の規定による宅地建物取引業者の免許を有すること。 

 

５）維持管理業務を行う者 

維持管理業務を行う者は、以下の要件を満たすこと。 

第一次審査書類の受付最終日までの過去１０年間に、共同住宅等の住居系施設の

維持管理業務（維持管理業務において主要となる業務）の完了実績が１件以上あるこ

と（複数年契約の業務においては、１年以上の実施実績があれば良いものとする）。

ただし、複数の者で維持管理業務を行う場合は、当該業務を担当する構成企業のうち

業務の主たる部分を担う１社が当該実績を有していればよいものとする 

 

６）運営業務を行う者 

運営業務を行う者は、以下の要件を満たすこと。 

ａ．第一次審査書類の受付最終日までの過去１０年間に、共同住宅等の住居系施設の

運営（入居者募集支援、家賃収納支援等の業務又はこれに類似する業務を含むもの）

の完了実績が１件以上あること（複数年契約の業務においては、１年以上の実施実

績があれば良いものとする）。ただし、複数の者で運営業務を行う場合は、当該業

務を担当する構成企業のうち業務の主たる部分を担う１社が当該実績を有してい

ればよいものとする。 

ｂ．運営業務のうち入居者募集支援を行う者は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律

第１７６号）の規定による宅地建物取引業者の免許を有すること。 

 

３．入札執行の場所及び日時 

（１）場所：秋田県にかほ市象潟町字浜ノ田１番地 にかほ市役所象潟庁舎 

（２）日時：令和７年３月２７日（木） 午前９時 

 

４．契約条項を示す場所及び日時 

（１）市Ｗｅｂサイトからの取得（ダウンロード） 

（２）交付期間 令和６年１２月２３日（月）から令和７年１月３１日（金） 

 

 



５．入札保証金 

  免除 

 

６．入札無効に関する事項 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。なお、落札者の決定後、当該落札者が無効の

入札を行っていたことが判明した場合には、落札者の決定を取り消すものとする。 

ａ．にかほ市財務規則第１１１条の規定に該当する入札 

ｂ．入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

ｃ．入札価格の内訳書を提出しない者が行った入札または入札価格と合計の価格が一致

しない内訳書を提出した者が行った入札 

ｄ．各書類間の記載事項に食い違いや矛盾がある書類を提出した者が行った入札 

ｅ．その他入札に関する条件に違反した入札 

 

７．その他 

 詳細は入札説明書のとおり 

 


